
資料２ 

統計調査の種類と法令の関係条項 

指定統計調査 

  国又は地方公共団体が作成する統計のうち、「指定統計」として総務大臣が指定した
重要な統計を作成するために実施されるものをいう。指定統計調査は、平成 15年6月 1
日現在、国が行う 57 調査が実施されている。指定統計調査を行うに当たっては、事前
に調査計画について、総務大臣の承認を得なければならない。また、指定統計調査には、
申告義務が課せられる。 

≪法令の関係条項≫ 

○ 指定統計調査に関する規則の制定、総務大臣への協議（統計法第 3条） 

○ 指定統計調査の計画の承認（同法第 7条） 

○ 申告義務（同法第5条） 

○ 立入調査（同法第13条） 

○ 秘密の保護（同法第 14条） 

○ 調査票の目的外使用の禁止（同法第 15条） 

○ 虚偽申告等に対する罰則（同法第19条） 

○ 秘密漏洩等に対する罰則（同法第19条の２） 

 

統計報告の徴集（承認統計調査） 

  国の行政機関が個人や民間事業所を対象に行う統計調査であって、指定統計調査以外
のものをいう。報告者負担を軽減するため、実施に当たっては総務大臣の承認が必要と
されている。 

≪法令の関係条項≫ 

○ 統計報告の徴集の承認（統計報告調整法第4条） 

○ 調査中止時の届出、計画変更時の承認（同法第８条） 

○ 秘密の保護（統計法第 14条） 

○ 調査票の目的外使用の禁止（同法第 15条の２） 

 

届出統計調査 

  指定統計調査及び統計報告の徴集以外の国、地方公共団体、日本銀行及び日本商工会
議所が行う統計調査をいう。実施に当たっては事前に総務大臣への届出が必要とされて
いる（国が行う届出統計調査は、地方公共団体を対象とするものが中心である。）。 

≪法令の関係条項≫ 

○ 届出統計調査の届出(統計法第 8条）⇒届出を要する統計調査の範囲に関する政令 

○ 秘密の保護（同法第14条） 

○ 調査票の目的外使用の禁止（同法第 15条の２） 

出典：総務省資料 



資料３ 

国の統計機構一覧 
 
 

 
中 央                                       地 方 
内閣府    政策統括官（経済財政―景気判断・政策分析担当）［１］ 
                          参事官（地域・産業担当）［１］ 
       国民生活局              消費者調整課 
       経済社会総合研究所          景気統計部 
                          国民経済計算部 
 
警察庁    刑事局                刑事企画課 
    交通局                交通企画課    都道府県警察本部 

                                   犯罪統計・交通事故統計主管課   
 
総務省    大臣官房     審議官（統計局担当） 
   自治行政局               自治政策課 

                           （地域情報政策室） 
               公務員部       公務員課 
                           （給与能率推進室） 
         情報通信政策局             総合政策課 
                           （情報通信経済室） 
      郵政企画管理局             総務課 
      統計局                 総務課     都道府県統計主管課   市町村統計係など 
                          参事官［１］ 
               統計基準部      統計企画課 
                          国際統計課 
                          統計審査官［３］ 
               統計調査部      調査企画課 
                           （地理情報室） 
                           （首席統計情報官[１]） 
                           （首席分類銘柄情報官[１]） 
                           （首席精度管理情報官[１]） 
                          国勢統計課 
                           （労働力人口統計室） 
                          経済統計課 
                           （事業所・企業統計室） 
                          消費統計課 
                           （物価統計室） 
      

統計研修所 
 
 
 
 
 
     統計審議会 
 
  
 消防庁                      防災課（防災情報室） 
 
 
法務省   大臣官房     司法法制部      司法法制課 
      法務総合研究所 
 
 公安調査庁         総務部        総務課 
 
財務省   主計局                 給与共済課    財務（支）局理財部主計課 
      関税局                 調査保税課    税関調査保税部調査統計課 
      財務総合政策研究所 調査統計部     調査統計課    財務（支）局経済調査課 
                                   財務事務所・出張所財務課 
                          電子計算システム課 
 国税庁           長官官房       企画課      国税局総務部企画課 
                                   沖縄国税事務所総務課 
 



文部科学省  生涯学習政策局            調査企画課    教育委員会事務局調査統計主管課 
       科学技術・学術政策局         調査調整課 
 
厚生労働省  大臣官房    統計情報部      企画課       
                       （統計企画調整室） 

                           （審査解析室） 
                          人口動態・保健統計課    都道府県･指定都市等保健統計主管課   
                           （保健統計室）                     保健所   
                          社会統計課                 社会福祉統計主管課   
                           （国民生活基礎調査室）              福祉事務所   
                          雇用統計課     都道府県労働局 
                          賃金福祉統計課   都道府県統計主管課   
               国立社会保障・人口問題研究所           労政主管課   
 社会保険庁         運営部        企画課 
                           （数理調査室） 
 
農林水産省  大臣官房    統計情報部      統計調整課     北海道統計情報事務所     出張所 
                           （企画調整室）  地方農政局（統計情報部）   出張所 
                           （システム管理室）統計情報事務所        出張所 
                           （図書資料室）  内閣府沖縄総合事務局     出張所 
                          構造統計課      （農林水産部統計情報課） 
                           （水産統計室） 
                           （地域・環境情報室） 
                          経営統計課 
                          生産統計課 
                          流通消費統計課 
                           （国際統計室） 
 
経済産業省  経済産業政策局  調査統計部     総合調整室      経済産業局総務企画部調査課 
                          統計企画室      内閣府沖縄総合事務局（経済産業部） 
                          統計情報システム室 
                          広報・国際室 
                          経済解析室 
                          鉱工業動態統計室 
                          産業統計室 
                          企業統計室 
 
 資源エネルギー庁       資源・燃料部    鉱物資源課 
                電気・ガス事業部  ガス市場整備課 
 
国土交通省  総合政策局    情報管理部     情報企画課 
                           （企画調整室） 
                          建設調査統計課    都道府県建築・土木主管課 
                          交通調査統計課    地方運輸局        
                           （調査室）     都道府県港湾主管課 
                           （分析室）      
       土地・水資源局            土地情報課 
 
 気象庁            観測部       観測課        管区気象台気候・調査課（統計係） 
                           （統計室）     沖縄気象台業務課（統計係） 
 海上保安庁          総務部       政務課 
 
環境省             大臣官房      総務課（環境情報企画係） 
 
 
人事院    事務総局     総務局       総務課（調整班）   地方事務局 
                          生涯設計課             人事委員会 
                人材局       企画課 
                勤務条件局     給与第一課 
                          給与第三課 
                          職員課 
 

注１）統計事務を主管する局・部・課及び専ら統計事務を 
行う係等を有する課等について作成 

 ２）［ ］内は、官職の定数 
３）枠内は、地方公共団体の機関 
４）平成15年4月1日現在で作成 
出典：総務省資料 



資料４

集　　中　　型

統計を一元的に一つの機関（例えば中
央統計局）に集中させる。

・統計の専門性をより発揮しやすい。
・統計の整合的な体系が図りやすい。

・行政ニーズを的確、迅速に反映した
統計調査が行われにくい。
・所管行政に関する知識と経験を統計
調査の企画・実施に活用しにくい。

ドイツ、オーストラリア、
カナダ、スウェーデン

○　我が国は分散型統計機構

・各府省の所管行政と密接に関連する統計調査　･･･　各府省が実施

・国勢の基本に関する統計調査　･･･　総務省統計局統計調査部が実施

　

○　分散型統計機構には調整機関が必要　･･･　分散型の欠点を補い、その長所を発揮　　

・総合的な調整は、総務省統計局統計基準部が実施

出典：総務省資料

デメリット

外国の例

・統計の相互比較性が軽視されやす
い。
・統計調査の重複や統計体系上の欠
落を招きやすい。

アメリカ、イギリス、フランス

・行政ニーズに的確、迅速に対応す
ることが可能
・所管行政に関する知識と経験を統
計調査の企画・実施に活用できる。

仕組み

メリット

中央統計機構の仕組み

分散型と集中型

分　　散　　型

それぞれの行政機関に統計の機能を
分散させる。



資料５
男女共同参画会議における監視の実施方針

平成１３年１０月３日
男女共同参画会議決定

１．本方針の目的

本方針は、男女共同参画会議が、男女共同参画社会基本法（平成 年法律11
第 号。以下「基本法」という。）第 条に基づき、政府が実施する男女78 22
共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視するに当たり、当面
の基本的な実施方針を定めるものである。

２．監視の目的

男女共同参画会議が行う監視は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施
策の実施状況について、書面調査、説明聴取等により実態を的確に把握するこ
と、内容及び進捗状況等について評価を行うこと、及び必要があると認めると
きは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べることにより、男女共
同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進が着実かつ効
果的に図られるよう促進することを目的とする。

３．監視の対象

男女共同参画会議は、以下のものを対象として監視を実施する。
（１ 「男女共同参画基本計画 （平成 年 月 日閣議決定。以下「基本） 」 12 12 12
計画」という ）に盛り込まれた施策の実施状況。
（２）その他男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況

４．監視の観点

男女共同参画会議は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状
況について、以下の観点から監視する。この場合、個々の施策の特性等に応じ
て、必要となる観点を適用するものとする。
（１）施策を具体化するための手段としてどのような事務事業を実施するの
か。また、それらは基本法に示される基本理念や基本計画等に適合した内
容となっているか。
（２）施策の実施による所期の効果が得られているか。また、施策の効果が適
切に把握され、それを踏まえた施策の推進が図られているか。
（３）施策の効率的かつ効果的な実施方法が採られているか （例えば、社会。
資源が有効に活用されているか、関連する分野における施策との連携の確



保や総合的な推進が図られているか、便益が及ぶべき者に便益が及んでい
るか等）
（４）施策の実施（事務事業の企画立案及び実施を含む。）に当たり、国民へ
の説明、関係者からの意見聴取等、透明性の確保や施策に対する国民の信
頼と理解の確保のための手段が採られているか。
（５）施策の実施（事務事業の企画立案及び実施を含む。）に当たり、男性・
女性双方のニーズの把握、なお現実に存在する男女の社会における様々な
立場の考慮など、男女共同参画社会の形成促進の視点がその運営方法に盛
り込まれているか。

５．基本計画に盛り込まれた施策の実施状況の監視

男女共同参画会議は、以下の区分により、計画的な監視を行う。
（１）府省統一的な施策の実施状況の監視
広く政府全体としての取組が求められている施策（国の審議会等委員へ
の女性の参画の促進、女性国家公務員の採用・登用等の促進、男女共同参
画の視点に立った統計調査等の充実、国の行政機関の策定する広報・出版
物等における性にとらわれない表現の促進等）について、順次、各府省に
おける実施状況を監視する。
（２）各府省が複数又は単独で担当する施策の実施状況の監視
各府省が複数又は単独で担当する施策について、順次、関係府省におけ
る実施状況を監視する。
複数の府省（部局）が講ずる施策である場合又は関連する施策がある場
合は、府省（部局）間又は施策間の連携が確保され、効率的な推進が図ら
れているかという点に特に留意する。
なお、各府省において当該施策に係る政策評価が実施されている場合は、
その結果を参考にするものとする。

６．その他男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況の監視

男女共同参画会議は、基本法第 条に基づき内閣総理大臣及び関係各大臣22
に述べた意見に係る施策等であって、閣議又は男女共同参画推進本部等におい
て決定されたものについて、順次、その実施状況を監視する。
この場合、府省統一的な施策については５ （１）に準じ、各府省が複数又．
は単独で担当する施策については５ （２）に準ずることとする。．

７．監視の実施手順等

（１）書面調査
男女共同参画会議は、５．及び６．に該当する施策の実施状況及び実施
予定等について、基本法第 条に定める年次報告等、男女共同参画社会12



の形成の促進に関する施策に係る予算額調べその他の資料の活用により、
毎年度定期的に、書面による調査を行う。内閣府男女共同参画局において
は、関係各府省等と協力しつつ、監視に必要な情報を収集・整理する。
（２）説明聴取
男女共同参画会議は、毎年度、重点的に監視する施策を定め、苦情処理
・監視専門調査会（男女共同参画会議が特定の施策の実施状況の監視を行
う専門調査会を別に指定する場合は、当該専門調査会）において関係各府
省から説明を聴取する。
重点的に監視する施策については、原則として各年度の当初に定めるこ
ととするが、必要があると認めるときは随時定めることができる。
重点的に監視する施策を定めるに当たっては、次の施策を優先的に取り
上げることとする。
ア．基本法第 条に基づく男女共同参画会議の意見等を踏まえ、必要な22
措置を早急に講ずることが求められている施策
イ．府省統一的な施策で、政府全体としての取組が求められているもの
（３）評価及び意見
男女共同参画会議は （１）及び（２）の結果に基づき、対象施策の実、
施状況について、４．に掲げる観点から評価を行い、その結果、必要と認
めるときは、重要性、緊急性等も勘案し、内閣総理大臣及び関係各大臣に
対して意見を述べることとする。さらに、男女共同参画社会の形成促進の
観点から注目すべき内容又は運営方法を有する施策についても紹介するも
のとする。
なお、男女共同参画会議は、対象施策の効果の定量化による評価に努め
ることとするが、それが困難な場合においては定性的に評価するものとす
る。苦情処理・監視専門調査会等においては、対象施策の進捗状況等につ
いて的確に評価を行うための手法に関する調査検討を大学、研究機関等に
おける研究成果にも留意しつつ継続的に行う。

８．雑則

（１）男女共同参画会議は、本実施方針に基づき実施した監視の結果を公表す
る。また、男女共同参画会議は、男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策の実施状況の監視について国民からの意見を随時受け付け、その後の
監視活動の参考とし、必要に応じ見直しを行う。
（２）本実施方針については、社会経済情勢の変化、男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策の実施状況、評価手法に係る知見の集積等を踏まえて、
必要と認めるときは、見直しを行う。



資料６ 

男女共同参画会議議員名簿 

平成１５年６月２４日現在 

議長 福田 康夫   内閣官房長官 

議員 片山 虎之助  総務大臣 

同 森山 眞弓   法務大臣 

同 川口 順子   外務大臣 

同 塩川 正十郎  財務大臣 

同 遠山 敦子   文部科学大臣 

同 坂口 力    厚生労働大臣 

同 亀井 善之   農林水産大臣 

同 平沼 赳夫   経済産業大臣 

同 扇 千景    国土交通大臣 

同 鈴木 俊一   環境大臣 

同 石破 茂    防衛庁長官 

同 谷垣 禎一   国家公安委員会委員長 

同 岩男 壽美子  武蔵工業大学教授、慶應義塾大学名誉教授 

同   内永 ゆか子  日本アイ・ビー・エム株式会社常務執行役員 

同 神田 道子   東洋大学長 

同 君和田 正夫  株式会社朝日新聞社代表取締役専務編集担当 

同 住田 裕子   弁護士、獨協大学特任教授 

同 橘木 俊詔   京都大学教授 

同 林 誠子    日本労働組合総連合会副事務局長 

同 原 ひろ子   放送大学教授、お茶の水女子大学名誉教授 

同 平山 征夫   新潟県知事 

同 福原 義春   株式会社資生堂名誉会長 

同 古橋 源六郎  財団法人ソルト・サイエンス研究財団理事長 

同 山口 みつ子  財団法人市川房枝記念会常務理事 



資料７ 

苦情処理・監視専門調査会 委員名簿 

平成１５年５月２３日 
（５０音順、敬称略） 

 

 

  伊藤 陽一    法政大学教授 
伊藤 るり    お茶の水女子大学教授 
岡谷 恵子    (社)日本看護協会専務理事 
鹿嶋 敬     日本経済新聞社編集委員 
※神田 道子    東洋大学長 
桜井 陽子    （財）横浜市女性協会 横浜女性フォーラム副館長、 

男女共同参画相談センター長 
佐藤 博樹    東京大学教授 
○庄司 洋子    立教大学教授 
田中 由美子   国際協力事業団国際協力専門員 
広岡 守穂    中央大学教授 
深尾 凱子    ジャーナリスト、前埼玉短期大学教授 
◎※古橋 源六郎   (財)ソルト・サイエンス研究財団理事長 
 ※山口 みつ子   (財)市川房枝記念会常務理事 
  横田 洋三    中央大学教授 
 
（会長：◎印、会長代理：○印） 
（男女共同参画会議議員：※印） 



資料８ 
苦情処理・監視専門調査会運営規則 

平成１３年４月１１日 
苦情処理･監視専門調査会 

 
 
（調査会の運営） 
第１条 苦情処理・監視専門調査会（以下「調査会」という。）の議事の手続その他

調査会の運営に関しては、法令及び男女共同参画会議運営規則に定めるもののほか、

この運営規則の規定するところによる。 
 
（調査会の招集） 
第２条 調査会は、会長が招集する。 
 
（委員の欠席） 
第３条 調査会に属する議員又は専門委員（以下「調査会委員」という。）が調査会

を欠席する場合は、代理人を調査会に出席させ、又は他の調査会委員に議決権の行

使を委任することはできない。 
２ 調査会を欠席する調査会委員は、会長を通じて、当該調査会に付議される事項に

つき、書面により意見を提出することができる。 
 
（議事） 
第４条 調査会は、会長が出席し、かつ、調査会委員の過半数が出席しなければ、調

査会を開くことはできない。 
２ 議事は、出席した調査会委員の過半数をもって決し、可否同数の場合には、会長

の決するところによる。 
 
（議事要旨） 
第５条 会長は、調査会の終了後、速やかに、当該調査会の議事要旨を作成し、これ

を公表する。 
 
（議事録） 
第６条 会長は、当該調査会の議事録を作成し、調査会に諮った上で、一定期間を経

過した後にこれを公表する。 
 
（会長代理） 
第７条 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務を代

理する。 
 
（雑則） 
第８条 この規則に定めるもののほか、調査会に関し必要な事項は、会長が定める。 



 

資料９ 
苦情処理・監視専門調査会における審議状況（「情報の収集・整備・提供関係」） 
 

(７月１５日の男女共同参画会議において、｢監視に関する平成 14 年度の活動方針｣を

決定) 

第２２回会合（平成１４年１０月１７日開催） 

○平成１４年度監視関係ヒアリング ・「情報の収集・整備・提供」（伊藤陽一委員） 

 

第２３回会合（平成１４年１１月１８日開催） 

○平成１４年度監視関係ヒアリング 

 ・利用者の立場からみた統計調査の在り方 

（日本女子大学家政学部助教授 天野晴子氏、東洋学園大学人文学部専任講師 宮園久栄氏、東京

大学社会科学研究所教授 大澤眞理氏） 

 

第２４回会合（平成１４年１２月１２日開催） 

○平成１４年度監視関係ヒアリング 

・利用者の立場からみた統計調査の在り方（社団法人農村生活総合研究センター主任研究員 安

倍澄子氏） 

・平成 13年度社会生活基本調査の実施について（総務省） 

・無償労働の貨幣評価、介護・保育サテライト勘定の研究について（内閣府） 

 

第２５回会合（平成１５年２月３日開催） 

○平成１４年度監視 

 「情報の収集・整備・提供」（統計調査等の実施状況について） 

 

第２６回会合（平成１５年２月２７日開催） 

○平成１４年度監視関係ヒアリング 

・男女共同参画関係調査、世論調査（内閣府） 

・農林漁業関係統計の調査方法等（農林水産省） 

・統計部門の組織、企業の雇用管理制度の適用状況等に関する性別ﾃﾞｰﾀ等（厚生労働省） 

・ジェンダー統計の整備等について（伊藤陽一委員） 

 

第２７回会合（平成１５年３月６日開催） 

 ○平成１４年度監視関係ヒアリング 

・統計基準部関連、家計統計について（総務省） 

・女性に対する暴力に関する調査について（内閣府） 

・雇用・労働分野のジェンダー統計の整備等について（佐藤委員） 

 

第２８回会合（平成１５年５月２６日開催）」 

○平成１４年度監視報告取りまとめに向けた議論 

 

第２９回会合（平成１５年６月１３日開催）」 

○平成１４年度監視報告取りまとめについて 


